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Ⅰ　 は じ め に
　空間を説明するために必要な様々な情報
（以下、空間情報）を地図上で管理、加工、出
力する地理情報システム（Geographic 
Information System、以下、GIS）は、従来、
地図を作成する専門的職種のためのツールと
して開発されてきたが、パーソナルコン
ピュータの処理速度の向上や低価格化によっ
て、一般のPCユーザでもGISの使用環境を比
較的簡単に用意することができるようになっ
た。また、ソフト面に関しても、国土地理院
が数値地図をインターネット上に公開するこ
とによって、GISの基図を従来よりも容易か
つ安価に取り込める環境が整備された。さら
に、国土数値情報は、経済産業省が提唱しJIS
規格化されたGXML１）に対応した形式で公開
されているため、全国レベルでの空間情報は
ほぼ全てのGISに取り込むことができるよう
になった。
　地域に暮らす我々にとって、地図は目的と
する事物や自らの位置を特定するために必要
な道具であり、GISを利用するうえでのこの
ような環境整備は、我々の生活にも多大な利
便性をもたらすことは明らかである。デジタ
ルデータを使用するメリットは高速通信に適
している点であり、デジタルマップやそれに
記載された大量の空間情報を高速に伝達する
ことは、人や物の移動が活発化している現代
社会において最も強く要求されていることの
一つであるからである。たとえば、人工衛星
を利用したGPS（Global Positioning System）
は、航空機・船舶の位置確定や土地の測量に
利用されてきたが、GPSを利用したカーナビ
ゲーションシステムの普及によって、多くの
人の行動半径が格段に広がったことは疑いの
ない事実であろう。さらに、近年では、カー
ナビゲーションシステムに対応したデータを
旅行雑誌が提供したり、携帯電話からの電子
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メールに位置情報を添付できるようになり、
より詳細な空間情報を移動しながら利用する
ことが可能になった。
　近年では、デジタルカメラに代表されるデ
ジタル家電の普及や記録媒体の大容量化に
よって、個人や個々の事業所が日々の活動の
中で収集する空間情報は膨大な量となってお
り、それらを効率的に記録、管理していく必
要が生じている。次世代のGISに求められて
いるのは、個人や個々の事業所がそれぞれの
所有する空間情報をGISを用いて、手軽に共
用しあう環境であると考える。GISはデジタ
ル化された大量の空間情報を地図上で重ね合
わせる（オーバーレイ）ことによって、目的
に応じた地図（主題図）を作成、出力するシ
ステムであり、作成できる主題図の量は利用
できる空間情報の量に比例するからである。
さらに、個人や個々の事業者の所有する空間
情報は、広範囲にわたる統計情報とは異なる
視点で収集されているため、両者を融合する
ことによって生まれた主題図は、個々の利用
者にとってはもちろんのこと、地域全体を説
明する専門的立場からも、大きな可能性が期
待される。空間情報の利用という観点から見
ても、主題図の作成で必要となる各種空間情
報のオーバーレイは、利用者のアイディアに
よって決められるため、GISの利用者が多く
なるほど、空間情報の利用方法が多様化する。
また、他の利用者が作成した主題図を閲覧し、
自らの主題図を作成する時のヒントとするこ
とは、作成する主題図の利用価値を高めるこ
とにもつながるであろう。
　現状における空間情報の利用に誤りがある
とは思えないし、国土交通省の電子国土ポー
タル（http://cyberjapan.jp/）、総務省の統合
型GIS（http://www.gisportal.jp/）、経済産業
省 の GXML（http://gisclh.dpc.or.jp/gxml/）
など、政府の全国的指針はすべて空間情報の
共用化を前提としている（山田、2003）。し
かしながら、これらのすべてをいっぺんに取
り入れながら、地域内で発生している様々な
問題や要望に対応していくことは容易ではな
い。とくに、地方の地域レベルにおいては、
活用できる部分を段階的に取り入れ、地域の
活動主体が協力しあいながらGISの効果的な
利用方法を探っていく必要がある。そして、
そのためには、GISに対するリテラシーの向
上とGISの利活用法に関する議論の場を提供
しつづける中心的な機関の存在が不可欠であ
ると考える。
　このような状況に対し、山形大学では８名
の研究者がGIS利活用研究所の設立を申請し、
2004年７月にバーチャル研究所として認定
された。同研究所は、産官学連携による地域
貢献をGISの利用促進によって達成するため
の中心機関となることを目的としている。な
お、バーチャル研究所とは、「自主的共同研究
の推進を支援し、研究活動の活性化を図るた
めに、社会的要請の高い分野、学際的分野、
先駆的分野などにおいて学部を横断した自主
的共同研究を行うグループ」（山形大学ホーム
ページ、http://www.yamagata-u.ac.jp/kbhp/
virtual/virtual-index.html） とされており、上
記のような社会的要請に応えるための新たな
大学のあり方として着目される制度である２）。
　そこで、本稿では、山形大学のバーチャル
研究所として設立されたGIS利活用研究所を
事例として、GIS利用の地域内整備のために
活動する地域母体の必要性を指摘するととも
に、その役割と今後の活動において予測され
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る課題を明らかにすることを目的とする。
Ⅱ　「GIS地域推進母体の構築に関する調
査」について
　GIS利活用研究所設立の契機となったのは、
「GIS地域推進母体の構築に関する調査」であ
り、山形県は2003年度の同調査における事例
地域に設定された。本章では、この調査の概
要について簡単に説明しておきたい。
　2002年２月にGIS関連省庁連絡会議に
よって策定された「GISアクションプログラ
ム2002－2005」では、全国のGISの利用環
境に関する実情を把握し、それぞれの地域の
実情に実情に応じたGISの利用環境の整備を
行う必要があるとし、そのための指導・助言、
技術支援等を実施することが謳われている。
これは、阪神大震災の教訓を基に中央省庁中
心に整備されてきた全国レベルでのGISの利
用環境が一定の水準に達しつつあることから、
今後は、それぞれの地域が自立的にGISの利
用環境を整備し、中央省庁はその支援にまわ
ることを示している３）。「GIS地域推進母体の
構築に関する調査」はこれを受けて、国土交
通省が行った調査であり、GISの利用実態を
把握し、利用環境を充実させるための施策を
具体的に提案するといった２つの目的をもっ
て継続的に行われている。
　同調査によれば、特定の地域内において
GISの普及・促進を直接的な目的として設立
された団体は2003年末の時点で50団体存在
し４）、全体的には増加傾向にある（国土交通省、
2004；第１図）。これを形態別に見ると、50
団体中、23団体（46.0％）が産官学、産学、
官学、産官のいずれかの連携によって組織さ
れており、目的や視点の異なる利用者が共同
してGISを利用しようとする動きが高まりつ
つあることが分かる。さらに、2002年からは
住民や個人による団体も組織されるようにな
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第１図　GIS利用の地域推進母体の設立動向
国土交通省（2004）より
り、新たな動きを指摘することができる。住
民や個人による団体が行う活動は、実生活に
即したきわめて具体的な課題に対応している
場合が多く、このような団体の設立や活動自
体が、GISの利用を一般市民のレベルにまで
拡充させることになると期待される。一方、
民間企業によって組織される団体は、2000年
代に入って減少し、2003年においては設立数
０に至った。先行き不透明な景気の中で、長
期的展望に基づくGIS利用の地域内整備に民
間企業が中核となっていくことは益々難しく
なってきていると言えるだろう。
　本調査の２つめの目的は、GISの利用促進
に関する具体的施策を提案することである。
国土交通省は、GISの利用について議論する
場として、ワーキンググループを開設し、協
同組合山形県地理情報センター５）を始め、山
形大学および東北芸術工科大学の地域研究者
と山形市の商店街振興組合が参加を呼びかけ
られた。また、同時に山形県と山形市にはオ
ブザーバーとしての参加を要請した。その結
果、ワーキンググループは、山形大学から６
名、東北芸術工科大学、山形市七日町商店街
振興組合、山形市七日町一番街商店街振興組
合、協同組合山形県地理情報センター、山形
県、山形市からそれぞれ１名、さらに国土空
間データ基盤推進協議会（NSDIPA）からの
１名を加えた計13名によって構成されるこ
とになった。
　ワーキンググループは、「やまがたGIS活用
研究会」と仮称され、山形大学の研究者（２
グループ）と東北芸術工科大学の研究者（１
グループ）が地域貢献に結びつくと考える地
図をGISを用いて作成し、それらに対して山
形県、山形市、商店街振興組合がそれぞれの
立場から意見を出し合うという形で進められ
た（第２図）。また、協同組合山形県地理情報
センターは地図作成の技術的補助、NSDIPA
は全国的な動向の紹介を担当した。作業の具
体的内容については、前掲の報告書（国土交
通省、2004）に詳細にまとめられ、概要はや
まがたGIS活用研究会のホームページ
（http://www.yamagata-gis.com/）でも公
開されているため、ここでは省略するが、同
研究会での活動は、小規模ではあったが産官
学の連携によるGIS利用の実践であり、GIS利
用の地域内整備に関する様々な示唆を参加者
に与えた。その意味で、同研究会の開設とそ
の活動内容は、「GIS地域推進母体の構築に関
する調査」における２つめの目的を達成する
ものであったといえる。
Ⅲ　産官学連携の長所と短所
　仮称であった「やまがたGIS活用研究会」は、
2003年度の「GIS地域推進母体の構築に関す
る調査」が終了した時点で正式名称となり、
2004年10月に開催された設立報告会におい
て、その存在が公表された。本章では、設立
報告会の開催が半年遅れた理由を説明するこ
とによって、GISの利用促進を産官学の連携
によって地域内で進めていく上での長所と短
所をまとめてみたい。
　「GIS地域推進母体の構築に関する調査」の
ために開設されたワーキンググループの仮称
であった「やまがたGIS活用研究会」を正式
名称とし、2004年度以降も継続的に活動して
いくことを決定したのは会員の総意であり、
GIS利用の地域内整備に対する重要性が各々
に認識されていたためにほかならない。GIS
の効用は利用者の数に比例し、空間情報の多
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面的な利用がGISの利用を促進する。そのた
め、産官学の連携による幅広い意見の集約は、
それぞれの立場からのGIS利用に大きな影響
を与えることはもちろん、自由な意見交換が
新たなGISの利用方法を生み出していくと考
えられる。また、山形県には協同組合山形県
地理情報センターという民間企業によるGIS
の研究開発機関が精力的に活動しているもの
の、全国的動向を見ると、民間企業が地域の
GIS利用を促進するための主導的役割を担う
ことは、昨今の経済状況のなかで難しくなり
つつある。民間企業の研究開発を補助する行
政や研究機関、あるいはそれを必要とする企
業や住民が同センターが行っているような活
動を盛り立て、県内産業の活性化につなげて
いく動きが必要である。
　しかしながら、調査終了より半年遅れてや
まがたGIS活用研究会の設立報告会が開催さ
れた背景には、産学官の連携であるがゆえの
問題があった。第１の問題は、行政に携わる
人間が特定の民間業者と定期的に顔を合わせ
るという産官の連携に関して双方から懸念の
声があがったことである。そのため、当初は
ワーキンググループ開設時点での構成員を研
究会の幹事とし、産官学のそれぞれが同席す
る定期的な打ち合わせ会によって、新たな
テーマ設定や運営方針を全体で決定していく
予定であったが、行政側からの研究会幹事の
選出は断念せざるをえなくなった。行政と民
間業者との公正な関係を維持するための措置
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第２図　やまがたGIS活用研究会の作業概要
であるとはいえ、研究会の目的は、GISの地
域内整備に関わる自由な意見交換であること
から、行政側からの意見を研究会の運営に反
映させることができない状況は、研究会の活
動に係る大きな問題であり、それを解決する
ための工夫が必要となった。
　第２の問題は、やまがたGIS活用研究会の
活動が評価され、今後、事業委託や調査依頼
等の契約を交わす必要が生じた場合、GISの
地域内整備に関わる意見交換の場として機能
する研究会は、契約を交わす対象にならない
という点である。また、仮に契約することが
できたとしても、産官学の会員が混在する研
究会では、金銭の授受が発生するような事業
を受託することはできない。その結果、規模
の大きな事業に参加することは不可能となり、
研究会の存在が形骸化してしまうため、この
点もまた研究会の活動を進めていくうえでの
問題となった。
　そこで、やまがたGIS活用研究会では、山
形大学のバーチャル研究所として「GIS利活
用研究所」を設立し、上記の問題に対処する
ことになった。やまがたGIS活用研究会の設
立報告会の開催までに半年を要したのは、
バーチャル研究所の設立準備と活動の基盤整
備のためであるといえる。
Ⅳ　GIS利活用研究所の位置づけ
１．GIS利活用研究所の役割
　GISの地域内整備に対する産官学連携のメ
リットをいかしつつ、そのデメリットを解消
するために設立されたGIS利活用研究所は、
前章で指摘した２つの問題に対応するために、
やまがたGIS活用研究会の活動に関わる素案
策定と事務手続き上の窓口としての役割を担
うことが期待されている（第３図）。
　まず、やまがたGIS活用研究会（以下、研
究会）の活動に関わる素案策定とは、GISの
地域内整備に関わる自由な意見交換の場であ
る研究会の特色を維持していくために、学問
的見地からみたGISの利活用法を最初に提示
し、行政と民間業者のそれぞれから実務レベ
ルでの意見を個別に求めた後、研究会におい
てGISの利用促進という観点から全体的な討
論を行おうとするものである。また、この関係
が築かれれば、逆に行政や民間業者の側から
GIS利活用研究所に対して企画を提示するこ
とも可能となる。産学や官学の関係は、産官
の関係ほどナーバスになる必要がなく、それ
ぞれの意見のとりまとめをGIS利活用研究所
が行うことによって、研究会活動以外の場に
おける会員業者と非会員業者との公正性を維
持していくことができると考えられる。もち
ろん、GISの利用や開発に関心を持つすべて
の業者が研究会の会員となれば、このような
問題自体が無くなるのであるが、実情から考
えてGIS利活用研究所を中心とする意見の取
りまとめは、当分の間、必要となるであろう。
　また、研究会の2003年度の活動によって、
GISの末端利用者となる一般市民や店舗経営
者の意見がGISの地域内整備には不可欠であ
ることが再認識されたものの、いわゆる叩き
台となるような試案がない限り、なかなか意
見を出し合うことができないことが分かった。
GIS利活用研究所による素案策定は、研究会
活動におけるGISの末端利用者の声を効率的
に汲み上げる効果も併せ持つ。なお、山形大
学のバーチャル研究所は、その規約により、
同大学の教官のみによって構成されなければ
ならないが、他の大学や研究機関の研究者と
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の共同研究は認められており、地域内のGIS
利用に関する素案を、山形大学の枠にとらわ
れることなく提案することが可能である６）。
　次に、研究会の活動に関わる事務手続き上
の窓口とは、外部機関からの事業委託が発生
した場合や研究会で議論された構想を外部機
関を通して実践する場合に、GIS利活用研究
所が実務的な打ち合わせや契約に関する手続
き上の窓口となる機能を有するというもので
ある。その結果、研究会が行う事務的業務は、
会員の入退会手続きをメインに勉強会の開催
通知やGISに関する情報の配布となった。こ
れは研究会そのものに明確な実体があるわけ
ではないためであり、GIS利活用研究所が事
業の実務的な窓口になることによって、外部
機関は、所在地のある明確な事務局を通じて、
正規の契約を交わすことができる。また、そ
のような業務を研究会の活動から切り離すこ
とによって、研究会の会員が研究会での議論
に参加しながら、自らが企画する事業をGIS
利活用研究所に委託することも可能になる。
とくに、行政の行う施策は、サービスを受け
る地域住民の声が反映されていることや施策
の効用が多面的に議論されていることが前提
となるため、研究会での議論を施策の策定や
実施計画にフィードバックさせることが、高
品質で効果的な行政サービスの提供に結びつ
いていくものと思われる。
　山形県におけるGIS地域推進母体の特徴は、
自由な討論の場であるやまがたGIS活用研究
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やまがたGIS活用研究会 
意見収集 
企画提示 企画提案 
意見収集 
GIS利活用研究所 
会員として参加 会員として参加 
外部機関 
自由な討論の場 
実務レベルでの意見取りまとめ 
事業の受託契約 
素案の提案 行　　政 民間業者 
第３図　GIS利活用研究所の役割
会とGIS利用の実務機関であるGIS利活用研
究所とのこのような二重構造にあるといえる。
２．2004年の活動
　以上のような経緯、位置づけによって、GIS
利活用研究所は山形大学人文学部柴田洋雄教
授を所長として2004年の７月に認定された。
同研究所は人文学部教官６名、教育学部教官
２名から構成されている（第１表）。設立から
間もないため、2004年における活動実績は多
いとは言えないが、今後の活動を円滑化して
いくための基盤作りとして行われていること
もあり、ここで羅列的に紹介してみたい。
①　プロジェクト研究「Web-GISの導入によ
る地域クリアリングハウスの構築」の採択
（研究代表者：柴田　洋雄、共同研究者：山
形大学人文学部所属の所員５名）
　本研究の目的は、山形大学のコンピュータ
ネットワーク上にGIS利活用研究所のサーバ
を設置し、そこにWeb-GISを導入することに
よって、利用可能な空間情報の所在とその利
用方法を分かりやすく提示するシステムを構
築することである（詳細は次章で述べる）。本
研究は、本稿の冒頭で挙げた次世代のGISに
求められる機能を本研究所が有していくこと
を念頭に置いた中長期的視野に基づく活動の
一つであり、山形大学人文学部に対して申請
され、2004年９月に採択された。ただし、規
約の関係上、研究期間は１年（～2005年３月）
とされており、継続的な申請によって最終的
な目的を達成する予定である。
②　個人研究「山形の地域環境マップの作成」
の採択（研究代表者：山田　浩久）
　地域環境マップとは、地域内の自然環境や
人文・社会環境に対する現地調査の結果を地
図上で整理することによって、人間生活の現
況を視覚的に分かりやすく示した地図である。
本研究は、山形市の地域環境マップを、地域
住民の意見を求めながら小学校区単位に作成
し、最終的には活動の輪を山形県全域に広め
ていくことを目的としている。本研究で行う
ような活動が、今後、GIS利活用研究所から
やまがたGIS活用研究会に提案される素案と
なれば、所員が個人で行う研究の実用性も高
まると考えられる。本研究は山形大学人文学
部に対して個人萌芽研究として申請され、
2004年９月に採択された。
③　「地域活性化のためのGISの利活用法に
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第１表　「GIS利活用研究所」の構成
備　　　　　考専　　　門役　職所　属氏　名
地域経済教授人文学部柴田　洋雄会　長
環境地理学、景観学教授人文学部阿子島　功
「山形大学まちづくり研究所」所長経営学教授人文学部伊藤　宣夫
「山形大学まちづくり研究所」所員理論経済学・公共経済学助教授人文学部是川　晴彦
「山形大学まちづくり研究所」所員経済思想助教授人文学部下平　裕之
地理教育（人文）教授教育学部中川　　重
地理教育（自然）教授教育学部八木　浩司
都市地理学助教授人文学部山田　浩久事務局
「山形大学まちづくり研究所」は1998年設立のバーチャル研究所である
関する実証的研究」に対する研究補助
　本研究は、GIS利活用研究所に所属する研
究者が個々に地域活性化を目的とするGISの
実証研究を行い、研究成果を積極的に公開し
ていこうとするものであり、GIS利活用研究
所の基本的な活動といえる。GIS利活用研究
所は、設立と同時に民間企業に対して研究活
動の資金的補助を申請し、2004年10月に本
研究所に対する寄付金を受領した。
④　やまがたGIS活用研究会ホームページの
作成および公開
　GIS利活用研究所は、やまがたGIS活用研究
会の中核機関として、研究会の公表と同時に
公開されたホームページをデザインした。
ホームページ用のサーバの設置やホームペー
ジの作成を委託した民間業者との打ち合わせ
では、GIS全般に関する専門的な意見交換が
行われることも多く、小規模ながら産学連携
の効用を双方が得ることができた。また、
2004年12月時点においては構想段階にある
が、研究会のホームページにリンクするGIS
利活用研究所や所員のホームページの充実は
必須であり、2005年以降の課題としたい。
⑤　山形県測量設計業協会等との共催による
「電子地図＆地籍図フォーラム」の開催
　これは、GIS利活用研究所と外部機関との
連携によるイベントであり、GIS利活用研究
所からは柴田洋雄所長が実行委員、山田が特
別講演の演者およびパネルディスカッション
のコーディネーターとして企画、実施に参加
した。GIS利活用研究所が共催という形で地
域のイベントに参加できたことは、地域貢献
の一つのありかたとして重要な意味を持つと
考えられる。また、GISの利用や開発を業務
の一つとして方向づけている地域の団体に
GIS利活用研究所の存在を示すことができた
点についても、産官学の連携によるGISの地
域内整備に関する窓口としてGIS利活用研究
所が機能していく上で有益であった
⑥　国土地理院渡邉茂樹院長による講演会の
企画および開催
　やまがたGIS活用研究会の活動の一つとし
て定期的な勉強会を開催していくことは、研
究会内で決定されていたが、2004年10月時
点において、その具体的な内容は未決定で
あった。そこで、GIS利活用研究所は、⑤の
パネルディスカッションでのパネラーでも
あった国土地理院東北地方測量部市川清次部
長を通じて、国土地理院渡邉茂樹院長の講演
を企画した。開催日は2004年12月２日であ
り、渡邉院長と市川部長の講演をもとにした
活発な討論が行われた。
Ⅴ　GIS利活用研究所に求められる真の
課題
　やまがたGIS活用研究会の中核機関として
設立されたGIS利活用研究所であるが、やま
がたGIS活用研究会を含めた本来の活動目的
は、GIS利用の地域内整備であり、同研究所
は将来的にGISの利用を促進する地域全体の
中核として機能しなければならない。GISの
実証研究やイベントはそれぞれ重要な意味を
持つことは明らかであるものの、それらを総
括的に結び付けるフレームワークを定め、具
体的な方向性を示しながら活動の幅を広げて
いくことが、GIS利活用研究所の真の課題で
あるといえる。
　GIS利用の地域内整備の中核として機能す
るということは、GISを利用する作業におい
ても実質的な中心となることを意味する。最
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も単純は方法は、山形県内におけるすべての
空間情報をGIS利活用研究所のサーバに置き、
巨大なデータベースとして整備することに
よって、GISの利用者がそれぞれの目的に応
じた空間情報をそこから引き出して使用する
体制を作りあげることであるが、これはコス
トや労力的な面から見ても、GIS利用者の目
的の多様性から見ても不可能である。そのた
め、GIS利活用研究所の今後の活動は、空間
情報の蓄積場所としてではなく、空間情報の
所在地を示す場所として、クリアリングハウ
ス７）の構築を前提とするものとなろう。
　しかしながら、単にクリアリングハウスを
構築し、空間情報の流通を円滑化するだけで
は、空間情報の新たな利活用法は提案されな
いし、なによりもGISをまだ利用したことの
ない地域住民や事業所に対して、GISの効用
を示すまでには至らない。GISの新規利用者
を生み育てていくことがGIS利用の地域内整
備につながることを考えると、GISの未利用
者に対して、GISの効用を分かりやすく示す
場をクリアリングハウスと併せて構築してい
く必要がある。
　前章第２節の①として記した「Web-GISの
導入による地域クリアリングハウスの構築」
は、バーチャル研究所の申請時に提示した
GIS利活用研究所の研究課題でもあり、本研
究所の具体的な方向性を示している。Web-
GISとは、GIS本体をサーバに置くことによっ
て、クライアントが一般のインターネットブ
ラウザを通してGISの機能を利用することが
できるネットワーク対応型のGISである。そ
のため、Web-GISを用いると、ホームページ
から、GISを導入していない人達に対して、
GISの機能を体験する場を提供していくこと
ができるようになる。本研究は、そこにクリ
アリングハウスの機能を持たせることによっ
て、空間情報の共用化を促進しようとするも
のである（第４図）。GIS利活用研究所におい
ては、このような形で構築される地域内の空
間情報を対象にしたクリアリングハウスを地
域クリアリングハウスと呼び、その整備、充
実を進めていく予定である。
　例えば、産官学の各機関が所有する空間情
報には共用可能なものが多いわりに、その利
用目的が異なることから、従来はそれぞれが
別個に管理していた。しかし、地域クリアリ
ングハウスが構築されれば、空間情報に対す
る多重投資を避け、様々な空間情報による多
面的な空間解析が可能となるであろう（第５
図）。また、地域クリアリングの構築は、現在、
山形県で整備されつつある統合型GISとも密
接に関連しており８）、県が行うGISの整備計画
を側面から補強する意義も持っている。
　Web-GISの導入による地域クリアリングハ
ウスは、GIS利用の地域内整備における根幹と
なるものであり、その構築には十分な検討が
必要である。そのためにはGIS利活用研究所の
人的拡充や他機関との共同研究を積極的に進
めていかなければならない。また、費用に関
しても個人研究の枠を超えていることから、
学内外に対して複数年次による大規模プロ
ジェクトを継続的に申請していく必要があろ
う。さらに、情報の収集や発信に関するホー
ムページの充実の必要は、前章で指摘したと
おりである。これらの点は、GIS利活用研究所
の今後の活動における実務的な課題と言える。
　一方、懸念される問題点は、誰でもが参加
でき自由な意見を出し合うことのできる場と
してのやまがたGIS活用研究会の存在価値が、
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第４図　GIS利活用研究所が提案する地域クリアリングハウス
GIS利活用研究所の活発化に伴い薄れていく
危険性があることである。一見すると、GIS
利活用研究所がやまがたGIS活用研究会の機
能を包含し、単一の団体として再編されるほ
うが分かりやすいように思われるが、研究お
よび開発の機能と情報交換の機能が分離され
たことによって、やまがたGIS活用研究会の
自由度は高まり、参加者の立場や目的にこだ
わらない討論の場を提供することが可能に
なった。このような二重構造は、GISの今後
を考えていくためにはきわめて重要であると
思われる。GIS利活用研究所は確かにGISの研
究・開発に携わるが、やまがたGIS活用研究
会での討論に対するフィードバックを常に心
がける必要がある。GISの新規利用者を生み
育てていくことがGIS利用の地域内整備につ
ながるという姿勢は崩すべきではない。GIS
に限らず、どのツールにおいても「使いやす
さ」と「分かりやすさ」は普及のための最も基
本的かつ重要なキーワードであるからである。
Ⅵ　 お わ り に
　本稿では、山形大学のバーチャル研究所と
して設立されたGIS利活用研究所を事例とし
て、GISの普及促進を目的とする地域母体の
必要性を指摘するとともに、地域母体の役割
と今後の活動における課題を明らかにしてき
た。議論の内容は、以下のように要約される。
①　「GISアクションプログラム2002－2005」
では、全国レベルでのGISの利用環境が一
定の水準に達しつつあることから、今後は、
それぞれの地域が自立的にGISの利用環境
を整備し、中央省庁はその支援にまわるこ
とが示されている。GIS整備に関する中央
省庁主導型から地域主導型へのこのような
政策転換によって、GISの利用促進のため
の地域母体がそれぞれの地域で設立される
必要性が生じている。
②　国土交通省は、「GISアクションプログラ
ム2002－2005」の内容を受け、GIS利用の
地域内整備の実情把握と地域推進母体設立
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第５図　GIS利活用研究所の長期的課題
の検討を目的とした「GIS地域推進母体の
構築に関する調査」を2003年度において実
施し、山形県がその事例地域に選定された。
山形県内におけるGISの利用と地域推進母
体設立の検討の場として開設されたワーキ
ンググループでの活動は、GIS利用の地域
内整備に関する様々な示唆を参加者に与え、
調査はその目的を達成したといえる。
③　調査終了後、同ワーキンググループは「や
まがたGIS活用研究会」として活動を継続
することになったが、研究会の一般公表ま
での過程で、産官の連携の公正性を保持し、
事業受託の窓口を確保するためには研究会
の活動を実務的な側面から補助する機関が
必要であることが明らかとなった。そこで、
研究会は山形大学バーチャル研究所の制度
を利用し、研究会活動の中核機関として
「GIS利活用研究所」が設立された。
④　やまがたGIS活用研究会の中核機関とし
て設立されたGIS利活用研究所であるが、
やまがたGIS活用研究会を含めた本来の活
動目的は、GIS利用の地域内整備であり、
同研究所は将来的にGISの利用を促進する
地域全体の中核として機能していくことが
期待されている。GIS利活用研究所では、
Web-GISの導入による地域クリアリング
ハウスの構築をGIS利用の地域内整備にお
ける根幹と考え、空間情報の共用化をテー
マにGIS利用の地域内整備を提案していく
予定である。
⑤　山形県におけるGIS地域推進母体の特徴
は、自由な討論の場としてのやまがたGIS
活用研究会とGIS利用の実務機関としての
GIS利活用研究所との二重構造にある。研
究および開発の機能を切り離すことによっ
て生まれたやまがたGIS活用研究会におけ
る自由度の高い討論の場は、GISの効用を
広め利用者を増やしていくうえできわめて
重要である。GIS利活用研究所の活発化に
伴い、やまがたGIS活用研究会の存在意義
が薄れていくことが懸念されるが、GISの
新規利用者を生み育てていくことがGIS利
用の地域内整備につながるという姿勢を維
持していくためにも、やまがたGIS活用研
究会での討論を重視する必要がある。
註
１）GXMLとは、利用するGISエンジンやその
データフォーマットに左右されずに、データを
流通させたり、データの検索や加工を容易に行
えるようにすることを目的に経済産業省が制
定した共通プロトコルを指す。
２）バーチャル研究所として行う研究は、原則と
して５年以内の研究であること、最終的に研究
成果を論文等で公表することなどが定められ
ているが、専任の教員や施設を持たないバー
チャル研究所は、専門分野に囚われない柔軟な
研究を行う場として、学長裁量経費によっても
支援されている。2004年７月時点において、10
のバーチャル研究所がそれぞれ活動を行って
いる。
３）換言すれば、中央省庁主導型の整備計画から
地域主導型の整備計画への移行が提起されて
いる。GISの全国的な利用環境が一定水準にま
で整備されたとはいえ、これは、行政改革全般
に通じる昨今の傾向であると考えることもで
きる。
４）同調査によれば、GISの普及・促進とは別の
目的で設立された団体を含めると、52団体で
あり、産官学の連携によって組織された団体の
比率は44.2％となる。
５）「協同組合山形地理情報センター」は、山形
県を中心に活動する測量設計業５社によって、
2000年に組織されたGIS利用に関する協同組
合であり、GISに関するイベントやセミナーの
開催や広報誌「GISニュース」の発行など、GIS
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の利用促進に精力的に取り組んでいる
（http://www.asahi-survey.co.jp/gis.html）。
６）2004年時点において、すでにGIS利活用研究
所は東北芸術工科大学の研究者と連絡を取り
合いながら活動しているが、共同研究には至っ
ていない。他研究機関の研究者との交流につい
ては、同研究所における今後の課題として後述
する。
７）国土地理院によれば、クリアリングハウスと
は、『英語で“clearinghouse”と書かれ、辞書
には「手形交換所」、「情報センター、情報交換
機関」と記されています。 JIS X 0701「ドキュ
メンテーション用語（基本概念）」には、「資料
及びデータを収集し、保存し、報知し、利用で
きるようにする機関。このときの資料及びデー
タは、利用者を他の情報源に導くものであるこ
ともあるし、完結済み、進行中又は計画中の研
究・調査研究であることもある。」と定義され
ています。地理情報システム（GIS）の分野で
は、通信ネットワークを活用した地理的情報の
流通機構全体を指すことば』として使用される。
（『　』内の文章は国土地理院ホームページ、
http://zgate.gsi.go.jp/ch/jmp20/jmp20.htmlよ
り抜粋）
８）統合型GISについては、拙稿（山田、2003）
を参照されたい。
参 考 文 献
国土交通省（2004）：『GIS地域推進母体の構
築に関する調査』、国土交通省国土計画局．
山田　浩久（2003）：「統合型GISの現状と課
題」、山形大学歴史・地理・人類学論集、４、
13－24.
― 60 ―
